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中小・小規模企業の振興に関する要望書 

 

 

 我が国経済は、英国の EU 離脱問題、円高・株安傾向などにより景気・

市場への不安定感はあるものの、企業の収益は一定の水準を維持しており、

２０年にわたる長期のデフレからの脱却という重要な転換期を迎えている。 

 本県においては、本県経済を牽引している機械電子産業は総じて堅調な生産

活動を維持しているものの、中国や新興国経済の減速や外国人観光客の消費性

向の変化、さらに個人消費が盛り上がりに欠けるなど、先行きについては留意

しなくてはならない状況も続いている。  

 また、が国は少子高齢化という流れの中で「人口急減」によるマーケットの

縮小や労働力人口の減少、これに伴う「地域の疲弊」という構造的な課題も抱

えており、近い将来、山梨も深刻な状況下に置かれることが予想される。 

現在「地方創生」による経済の再生が様々なステージで検討されており、山

梨が、持続的な成長を進めるためには、県や市町村などの行政、学界、労働界、

金融機関・マスコミ等を含めた我々商工団体との強固な連携・協働で、地域経

済を自立させ、活力を取り戻すという取り組みを行う必要がある。 

 日本経済を担う企業はその数の９９．７％、雇用の７０％を中小企業が担っ

ており、地域経済の活性化には中小企業、とりわけ山梨県においては中小企業



のほとんどが小規模企業であることに鑑みると、小規模企業の経営力を強化す

ることが肝要であり、そのためには中小企業、特に小規模企業の経営支援強化

を図っている商工団体への支援策の充実が必要不可欠である。 

今後の県内を巡る環境は、中部横断自動車道の静岡までの開通や中央自動車

道の渋滞緩和のための一部増車線化、リニア中央新幹線の開通などインフラ整

備が続き、中小・小規模企業にとって大きなビジネスチャンスが目前に迫って

いる。 

例年、商工４団体は山梨県に対し、支援強化や地域経済活性化への取り組み

など継続して要望活動を実施しており、昨年我々が要望した事項についても、

山梨県中小企業・小規模企業振興条例が制定され、計画に基づいた施策が実施

されつつある。 

また企業誘致活動や雇用環境の整備、国内外の販路拡大のための取り組み、

創業支援などについても、より具体的な取り組みを頂いており、商工４団体と

して深く感謝申し上げるところである。 

しかし一方で、商工団体に対する「小規模事業経営支援事業費補助金」及び

「中小企業連携組織対策事業費補助金」などの県補助金については、毎年削減

（シーリング）も続いており、中小・小規模企業支援の積極的な展開も限界を

迎えていることも事実である。 

このような状況を踏まえ、商工４団体として、山梨県の平成２９年度の予算

編成にあたり、引き続き「所要額を確保」されるよう強く要望するとともに、

中小・小規模企業の成長と持続的発展のための支援の核となる「支援人材の確

保」をはじめとした商工団体の組織力強化に対して、県として多大なるご理解

とご支援をお願いしたい。 

さらに、本県経済の総合的発展に向けて次の事項についても強く要望する。 

 

 

1. 甲府城周辺地域活性化基本計画の早期着手等について 

 

2. 山梨県中小企業・小規模企業振興計画に基づく小規模企業対策 

の充実強化 

 

3. 県内中小企業の魅力発信とＵＩＪターン就職支援の強化について 

 

4. リニア駅と世界遺産富士山を結ぶアクセス道路等の基盤整備について 



甲府城周辺地域活性化基本計画の早期着手等について 

 

 

全国的に人口減少が深刻な問題となっている中で、甲府市中心市街地は、

商圏人口の減少や周辺部に位置する大手ショッピングモールの増床計画など

により極めて厳しい状況にあり、今後はインバウンド観光などによる交流人

口増加に新たな活路を見出した対策が喫緊の課題として求められている。 

甲府商工会議所では甲府城の復元を含めた周辺整備を活性化の重点施策と

して捉え、平成 26 年度には多くの経済団体等の協力のもと、甲府城の復元・

整備を求める 10 万人の署名と共に天守閣の復元など甲府城周辺整備に関する

要望を、平成 27 年度には当所独自に甲府城の南側エリア「通称お城フロン

ト」の整備に関する要望・提案をそれぞれ山梨県知事宛に実施するなど積極

的な取り組みを進めてきた。 

本年４月には山梨県より甲府市との連携の中、「甲府城周辺地域活性化基本

計画（素案）」が公表され、当所が要望・提案した内容もいくつか含まれるな

ど大きな前進と大変評価しているところである。 

しかしながら、公表された「同基本計画」の整備スケジュール案を見る

と、当計画の最も重要なポイントとなる「飲食・物販ゾーン」については、

整備完了が平成３５年度末となる中期計画に位置付けられている。 

人口減少に伴う地方創生には都市の魅力創出とコンパクト化、そして地方

自らが主体的に早期に取り組まなければならないものと考える。そのような

意味から、「お城フロント」全体計画の早期実現が望まれるところであり、着

手が遅れると高齢化が急激に進む中心市街地の民有地取得交渉においては、

相続等の問題で難航が予想されるなど、予定計画よりさらに遅れることも考

えられる。 

山梨県におかれましては、これらを踏まえて平成３１年の甲府開府５００

年、平成３３年の信玄生誕500 年を千歳一遇の好機として、「甲府城周辺地

域活性化基本計画（素案）」、特に「飲食・物販ゾーン」については短期計画

として位置づけていただき、早期着手へのご対応をお願いする。 

 また、併せて、当計画が甲府市中心市街地や甲府中央商店街の活性化によ

り強く反映される対策として、遊亀橋通りとは別に、東京電力山梨総支社す

ぐ東側を南北に通り抜けられて、オリオンスクエア・オリオンイーストに繋

がる横丁的な小道についても改めてご検討賜りますよう重ねて要望する。 

  

1) 甲府城の周辺整備の早期実現向けた実施計画の策定 

 

2) 計画実現に向けた官民一体の実行委員会の組織化 

 

3) 甲府開府・信玄生誕 500 年に合わせた甲府城周辺整備の検討 



山梨県中小企業・小規模企業振興計画に基づく 

小規模企業対策の充実強化 

 

 

本年 3 月に、山梨県中小企業・小規模企業振興条例が公布され、併せて同条

例に基づき平成 28 年から 5 年間の中小企業・小規模企業振興計画が策定され

た。本年度は振興計画に基づき、12 億円の「山梨県中小企業・小規模企業振興

基金」の創設や、振興計画の検証を行う「山梨県中小企業・小規模企業振興会

議」の設置など、具体的施策に取り組んでいる。 

県においては、来年度も引き続き、小規模企業対策の充実強化を要望する。 

具体的には、既存の支援事業とは別枠で、経営革新計画承認企業に対して、

新商品等の開発及び販路開拓への取組を補助する制度の創設を要望する。この

制度の創設により、国の支援と相まって、小規模企業の売上増加、利益確保に

大きな効果が見込める。また、経営革新計画の着実な実施には、商工団体の伴

走型支援が不可欠であり、支援人材のさらなる資質向上が求められている。 

併せて、振興計画が目標どおりの成果を上げているか、検証と評価が必要で

ある。小規模企業や支援機関の声を聴き、振興計画についてＰＤＣＡサイクル

を回す役割を担う県中小企業・小規模企業振興会議が、効果的に運営されるこ

とを要望する。 

 

１） 経営革新計画承認企業に対する補助制度の創設 

 

２） 商工団体職員の中小企業診断士資格取得など人材育成への支援 

 

３）「山梨県中小企業・小規模企業振興会議」による効果的な事業評価 

 

４）県と小規模企業の経営者、商工団体との意見交換、情報共有の機会の確保 



県内中小企業の魅力発信とＵＩＪターン就職支援の強化について 

 

 

安倍内閣が平成26年9月から進めている「ひと・まち・しごと創生総合戦

略」として、地方の人口減少に歯止めをかけ大都市圏への一極集中を是正す

ることで日本全体の活力向上を目指すために、地方創生事業が展開されてい

る。こうした中、本格的な人口減少社会に移行した我が国の中で、各自治体

がそれぞれ「地方版総合戦略」を策定し、人口確保に向けて創意工夫と実行

力を競い合う時代が到来した。 

人口減少の中でも、特に生産年齢人口の減少は、生産力や消費購買力の低

下に直結し、地域経済に大きなダメージをあたえることから、若年者層の増

加対策は各自治体とも最優先の政策課題となっている。 

本県は、長期間にわたって人口転出超過の状態が続いており、首都圏に隣

接していることもあって、転出者の60％が東京・神奈川・埼玉をはじめとす

る関東圏へ転出している。また、転出理由でも10代後半は県外への就学、20

代前半では県外への就職、20代後半からは県外への転勤が大きな理由となっ

ており、首都圏へ転出指向のある若年者層をどのように県内に留めるか、あ

るいは首都圏にいる本県出身の若年者層をどのように呼び戻すのかが、本県

の人口減少対策にとって非常に重要な課題となっている。 

県内にも従業員の育成や定着に積極的に取り組みながら、独自の技術・製

品・市場により安定した経営を行っていながら、知名度がないために希望す

る採用活動ができない中小企業も多く存在している。また一方で、首都圏か

ら山梨県内へのＵＩＪターン就職希望しながら、既存の県内の求人情報だけ

ではこれまでの経験や能力を生かせる職業選択が十分にできないでいる者も

おり、求人側と求職側の情報提供と情報収集にミスマッチも起こっている。 

そこで、本県の経済力の維持と向上の一助のためのＵＩＪターン就職を積

極的に進める必要があり、以下の求職－求人の支援策の実施を強く要望す

る。 

 

1）県外大学等へ進学する学生への情報発信機能を強化するための「ユース

バンクやまなし」への登録の推進 

 

2）新卒及び既卒者のＵＩＪターン就職の希望者への県内企業の魅力と求人

ニーズの情報提供のための「やまなし就職応援ナビ」の機能の強化 

 

3）魅力ある中小企業作りのための経営基盤の強化、若年者採用に向けての

社内体制の整備、外から見えにくい中小企業の魅力のアピール等の中小

企業における人材確保のための支援の強化 

  

  



リニア駅と世界遺産富士山を結ぶアクセス道路等の基盤整備について 

 

  

リニア中央新幹線の東京－大阪間全線開業について、安倍首相は経済対策の

柱の一つとして「最大８年間前倒し」という方針を示した。ＪＲ東海によるリ

ニア中央新幹線の開業計画は、東京－名古屋間が２０２７年、東京－大阪間が

２０４５年としている。 

全線開業の前倒しは、山梨県にとっても首都圏や中京圏、関西圏、さらには  

関西圏経由での海外との交流も早まる。リニア開業をにらんだ様々な対応を早

めることが求められる。 

一方、富士北麓においては、ユネスコの世界遺産委員会で本年７月、山梨、  

静岡両県がまとめた世界遺産「富士山」の保全状況報告書が承認され、世界遺

産登録が継続する。 

周辺の開発抑制や混雑緩和に取り組む姿勢や、環境保全と観光振興を両立さ

せる全体構想、それに登山者の適正数を２０１８年７月までに定める方針も評

価の対象になった。 

このように、「リニア」と「富士山」は山梨を世界に発信する有力な資源であ

るとともに、県内産業の振興に大きく貢献するものであり、県の将来構想を描

く柱として欠かすことができない。 

ついては、リニア甲府駅から富士山までのアクセスとしての道路基盤整備に

ついて、県には関係官庁に対する最大限の方策を要望する。 

富士山については環境保全と観光振興の両立を現実のものにするため、将来 

構想のなかで富士山登山鉄道の意味について、さらに広く理解を得ることが必

要である。 

①入山者数の調整②ガスを排出する自動車の乗り入れ規制による環境保全 

③通年観光が可能－という大きく３つのメリットがあり、新交通システムとし

て富士山登山鉄道の検討を急ぐことを要望する。 

東京オリンピック・パラリンピックが開催される２０２０年は、「リニア」

と「富士山」を柱に、山梨県の夢のある将来構想を世界に示すチャンスでもあ

る。 

 

１）リニア駅と世界遺産富士山を結ぶアクセス道路等の基盤整備の推進 

 

２）世界遺産富士山の環境に配慮や四季を通じて富士山５合目に直結できる 

富士山登山鉄道の推進及び国への働きかけ 

 

 


